
パレスチナ廃棄物管理改善計画準備調査

第１　指示書の適用

　本指示書は独立行政法人国際協力機構(JICA)が実施する標記業務のうち、民間コンサルタント等（以

下「コンサルタント」という。）に実施を委託する業務に関する内容を示すものです。コンサルタント

は、この業務指示書及び貸与された資料に基づき、本件業務に係るプロポ－ザル等を機構に提出するも

のとします。

　なお、本指示書の第２「業務の目的・内容に関する事項」、第３「業務実施上の条件」は、この内容

に基づき、コンサルタントがその一部を補足又は改善し、プロポーザルを提出することを妨げるもので

はありません。

本指示書に係る質問期限：

問合せ先： 調達部

２０１７年１２月２７日 １２時 まで

第２　業務の目的・内容に関する事項－－－－－別紙のとおり

第３　業務実施上の条件－－－－－－－－－－－別紙のとおり

1

質問に対する回答： までに機構ホームページ上に行います。２０１８年１月９日

第４　競争上の条件

１　競争参加資格要件

（１）以下のいずれかに該当する者は、JICA契約事務取扱細則（平成15年細則(調)第8号）第4条に基づ

　き、　競争参加資格を認めません。また、共同企業体の構成員や入札の代理人となること、契約の下

　請負人（補強を含む。）となることも認めません。プロポーザル提出時に何らかの文書の提出を求め

　るものではありませんが、必要に応じ、契約交渉の際に確認させて頂きます。

　１）破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者

　　具体的には、会社更正法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）の適用

　　の申し立てを行い、更生計画又は再生計画が発効していない法人をいいます。

　２）「独立行政法人国際協力機構反社会的勢力への対応に関する規程」（平成24年規程(総)第25号）

　　第2条第1項の各号に掲げる者

　　具体的には、反社会的勢力、暴力団、暴力団員、暴力団員等、暴力団準構成員、暴力団関係企業、

　　総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等を指します。

　３）「独立行政法人国際協力機構契約競争参加資格停止措置規程」（平成20年規程(調)第42号）に基

　　づく契約競争参加資格停止措置を受けている者

　　具体的には、以下のとおり取り扱います。

　　① 競争開始日（プロポーザル等の提出締切日）に措置期間中である場合、競争への参加を認めな

　　　い。

　　② 競争開始日（プロポーザル等の提出締切日）の翌日以降から、契約相手確定日（契約交渉順位

　　　決定日）までに措置が開始される場合、競争から排除する。

　　③ 契約相手確定日（契約交渉順位決定日）の翌日以降に措置が開始される場合、競争から排除し

　　　ない。

　　④ 競争開始日（プロポーザル等の提出締切日）以前に措置が終了している場合、競争への参加を

　　　認める。

（２）JICA契約事務取扱細則第5条に基づき、以下の資格要件を追加して定めます。共同企業体の構成

　員についても、以下の資格要件を求めます。

　１）全省庁統一資格

　　平成28・29・30年度全省庁統一資格を有すること。同資格を有していない場合は機構の「 簡易審

　　査 」を受けていること。

　　

契約第一課 吉田 清志 Yoshida.Kiyoshi@jica.go.jp




















































